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（参考資料１の添付資料１） 
 

（大会社でない「取締役会＋監査役」設置会社） 
年間監査業務計画表（３月決算のケース） 

 
 年 月 監  査  項  目   書 式 
Ｎ年 6月 
株主総会後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 法定事項監査［本文９参照］ 
① 貸借対照表の要旨公告 
② 株主総会議事録、書面決議書の備置 
③ 計算書類､事業報告､それらの附属明細書､監査
報告書の備置 

④ 定款、株主名簿の備置 
⑤ 取締役会議事録の備置 
⑥ 商業登記（変更登記、役員登記の確認） 

法定事項監査の 
結果をまとめた調書 

２ 会社内容把握［本文１参照］ 
① 基本規程類入手（定款、取締役会規程、稟議
規程、権限規程、業務分掌規程、主要業務規程
等） 

② 役員構成、組織人事図 
③ 事業概況、業績（前期の事業報告、計算書類の
確認） 

④ 親会社の子会社管理部門、監査部門からの自社
の情報入手 

⑤ ①から③について、社長、管理部門担当取締役他
の主要部門主管者からヒアリング 
（その際に「事故・不祥事等発生の場合は、取
締役から監査役への報告は必須である」旨、及び
その報告ルートを予め社長、担当者に確認。その
他、必要に応じ、執行部から随時、決算内容、
重要・特定事項、日常業務につき、監査役に相
談・報告を受けるルートを確認し、現実に相談・報
告を受け、適宜、説明を求め、意見交換） 
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Ｎ＋１年 
 
 
 
 
 
 

３ 監査計画を立てる［本文２参照］ 
  新任監査役は、前任監査役の事例を参考にする。 
  既任監査役は、6月定時株主総会前に計画を立てるこ
とが望ましい。 

４ 取締役会出席、審議監視、報告聴取、意見陳述、議
事録閲覧［本文４参照］ 
① ３ヶ月に１回以上の開催（会社法第363条第2
項により必須。開催されていない場合は、社長の年
間計画に盛り込み開催を要請） 

② 招集手続き（招集者、日程、場所、宛先、目的
事項）の適正性確認 

③ 決議事項、報告事項（漏れの有無、資料・審議
内容の適正性→経営判断原則、特に競業取引・
利益相反取引・親会社等との間の取引の場合の会
社の利益を害さない留意事項に注意）の適正性
確認 

④ 議事の運営・決議の方法（定足数充足も含め
て）の適正性確認 

⑤ 議事録の確認（出席取締役及び監査役の署名
又は記名捺印、本店に 10年間備置） 

⑥ 決議事項の実施状況の確認 
５ 重要会議出席、議事録閲覧［本文４（４）参照］ 

経営会議、運営会議、方針会議等の会議に、監査
役の出席義務はないが、必要に応じ、いつでも出席でき
る。出席しない場合に、必要と考えられる重要会議の議
事録閲覧。 

６ 本社業務監査［本文５参照］ 
① 重要な稟議書、決裁書、契約書閲覧 
② 取締役と会社との取引、競業取引の確認 
③ 無償の利益供与、寄付金等の内容聴取 
④ グループ会社との間の通例的でない取引の有無の
確認（親・子会社監査役と連携して） 

⑤ 内部通報制度の運営方法等 
 （これらにより内部統制の実態をも把握する） 
７ 主要事業所・子会社実地調査［本文５参照］ 

主要事業所・子会社を少なくとも数年に 1回程度で一

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
監査調書 
 
 
 
 
 
 
 
監査調書 
 
監査調書 
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 3月 

巡するように訪問調査 
８ 会計監査［本文６参照］ 

取締役会で月次・四半期・中間決算内容報告が
ない場合は、経理部門からの状況聴取。 
在庫、売掛金、有価証券、手形、現金の確認を半

期に一回程度 
  親の連結対象子会社の場合、親の会計監査人によ
る子会社調査内容の情報入手 

 4月 
 
 
 
 
 
 
 6月 
株主総会 

１ 計算書類、事業報告、それらの附属明細書受領、各
書類の内容調査［本文７参照］ 

２ 監査報告の作成［本文８参照］ 
３ 監査役候補者同意の審議［本文９参照］ 
４ 株主総会議案・資料の調査［本文９参照］ 
５ 株主総会招集通知手続の確認 

［本文９参照］ 
６ 株主総会口頭報告案の作成、総会における報告 

［本文９参照］ 
７ 監査計画［本文２参照］ 
   既任監査役は、新年度の監査計画を立てる 

年間監査調書 
 
 
監査役選任同意書 

 


